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令和６年度 静岡県ＮＰＯと地域コミュニティの連携支援等業務委託

仕様書（案）

本書は、静岡県が「令和６年度静岡県ＮＰＯと地域コミュニティの連携支援等業務（以下「本業

務」という。）」の受託者を公募するに当たり、受託者に求める業務の内容を示すものである。

企画提案競技後、静岡県は、受託候補者と本書及び企画提案書に基づき業務内容を協議し、仕様

書を決定した上で委託契約を締結する。

第１ 業務の目的

自治会等の地域コミュニティとＮＰＯが支え合う地域の仕組みづくりを支援するとともに、リ

ーダー的な立場でＮＰＯに参画する女性をはじめとした多様な主体の参画を促進することにより、

ＮＰＯ活動を活性化する。

※「地域コミュニティ」・・・自治会、ＰＴＡ、子ども会、敬老会等の地縁組織

（出典：総務省ホームページ）

※「ＮＰＯ」・・・ＮＰＯ法人に限らず、公益のために活動する団体

第２ 業務の実施に当たっての基本的な考え方

１ 各業務の成果目標を設定し、計画的に実施すること。

２ 市町の枠にとらわれず、対象地域全体の地域特性･課題を踏まえ、横断的に実施すること。

３ 市町の市民活動担当課及び自治会担当課並びに市町の市民活動センターをはじめ地域の中間

支援業務従事者等の関係各者と連携・協力して実施すること。

第３ 業務の実施期間

１ 県単独事業に係る業務

令和６年６月頃から令和７年３月31日まで

２ 国庫補助事業に係る業務

令和６年６月頃から令和７年３月31日まで

ただし、静岡県が国に申請するデジタル田園都市国家構想交付金の決定内容によっては変更

する場合がある。

第４ 業務の内容

１ 県単独事業に係る業務

（１）ＮＰＯと自治会等の連携・協働事業の支援

ＮＰＯと自治会等のマッチングや連携・協働の仕組み（例：プラットフォーム化、データベ

ース化等）が、将来自走することを目指し、道筋をつける。

ＮＰＯと自治会等の連携・協働事業に向けて、ＮＰＯとの連携を希望する自治会等側のニー

ズや自治会等との連携を希望するＮＰＯ側が提供したい資源・ノウハウ等の情報収集を行う。

自治会等とＮＰＯとの連携・協働パイロット事業の実施を支援する。県内でＮＰＯとの連携・

協働を希望する自治会等を募集し、連携・協働希望分野に応じたＮＰＯとのマッチングを行い、

アドバイザー派遣を含めた事業の伴走支援を行う。

併せて、連携・協働パイロット事業に取り組むＮＰＯを対象に県が公募する委託業務の周知

や委託業務への応募を希望するＮＰＯに対する支援を行う。

ＮＰＯと自治会等の連携・協働事業の横展開を目的として、連携・協働パイロット事業の成
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果報告・交流会を実施する。

事業の実施に当たっては、必要に応じて、市町の自治会担当課及び地域の中間支援業務従事

者等の協力を得ながら取り組む。

活動指標：ＮＰＯと自治会等の連携・協働パイロット事業の支援件数 ５件

（２）ＮＰＯにおける女性リーダーの活躍支援

これからリーダー的な立場でＮＰＯ活動を始めようとする女性や、ＮＰＯを立ち上げたばか

りの女性リーダーを主な対象とする。

ＮＰＯ代表経験女性等を講師として、仲間づくり、事業計画策定、資金調達、失敗例等をテ

ーマに、運営ケース・スタディ講座を実施する。

ＮＰＯにおける女性活躍事例の情報を収集し、冊子やホームページ等で発信する。

活動指標：ケース・スタディ講座の実施回数 ５回

（３）ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務との連携

本業務の円滑な実施に向けて、ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務と連携する。

例として、以下のような内容が想定される。

・月１回以上、ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務の担当職員との間で、定期的な情報

交換等を行う（個人情報含む）。

・本業務で得た知識、経験、ノウハウ等を他の中間支援組織等と共有するための講座の開催等を

行う（それぞれのテーマで１回以上）。なお、これらの講座等は、第４の１（１）及び（２）の

講座・研修、ＮＰＯと自治会等の連携・協働パイロット事業の成果報告・交流会、女性活躍事

例の発信等や、国・地方公共団体・公的機関・民間団体等からのその他の委託の仕様書で示し

ている講座・研修・交流会とは、活動指標として重複してカウントできないものとする。

（４）その他の業務

ア 連絡調整業務

委託業務が効率的、効果的に実施されるよう、会議等の開催により県との連絡、調整等を

行う。

イ その他、委託業務の目的の達成のために必要な業務

２ 国庫補助事業に係る業務

次の業務を想定する。ただし、静岡県が国に申請するデジタル田園都市国家構想交付金の決定

内容によっては、業務内容を変更する場合がある。

（１）ＮＰＯに関わる女性リーダー等の広域ネットワーク化支援

ＮＰＯに関わる女性リーダー等の交流会を開催し、主体的・継続的なネットワークが定着す

るように支援する。

（２）女性リーダー等のサポートの仕組みづくり

第４の１（２）の講座受講者等を対象に、講座受講者等がプロジェクトに取り組む際、ＮＰ

Ｏ代表経験女性等がアドバイザーとなってサポートする仕組みづくりを行う。

活動指標：ＮＰＯ代表経験女性等による個別支援の件数 ３件

第５ 委託業務の管理
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１ 業務の進捗管理

(1) 成果目標

第４に定める業務に関して、委託業務実施計画書において成果目標を定め、その目標を達

成できるよう努めること。

(2) 四半期業務計画

３か月ごとの詳細な業務計画を初月10日までに県に提出し、変更があった場合は、その都

度、再提出すること。

(3) 業務報告

契約書に定める業務実施計画書等の提出のほか、毎月の運営業務の実施後、翌月10日まで

に、下記の事項を記載した前月分の月別業務報告書を県に提出し、その確認を受けること。

ア 業務の進捗状況

イ 仕様書に基づき設定した成果目標の達成状況

ウ その他県が必要と認める事項

２ 支払い事務

支払い、経費については、「第６ 委託料・経費負担等」を参照のこと。

３ 会計書類の整備等

次に掲げる会計書類等を作成し、常備するものとする。

ア 経費の支出や業務実施に係る証拠書類、経理簿

イ その他県が必要と認めるもの

第６ 委託料・経費負担等

１ 委託料に含まれる経費等は、以下のとおりとする。

(1) 本業務に係る人件費（手当含む）

(2) 職員の旅費（研修・会議への参加を含む）

(3) 受託者及び講座受講者等が使用する消耗品

(4) 電話、インターネット、郵便等の通信料（電話機リース料を含む）

(5) その他仕様書に定める業務の実施に必要な経費等（管理費含む）

２ 講座等の実施にあたって、実費の一部又は全部を受講者の負担として徴収できるものとする。

ただし、その額については県と協議するものとし、委託料と明確な区分経理をすること。

第７ 留意事項

１ 業務実施方法等

(1) 公的な業務を公的資金により行う責任を自覚して法令順守に努めること。

(2) 委託業務の趣旨を十分理解し、実施に当たって公平性・透明性を図るよう配慮すること。

(3) 委託業務の実施に当たり、ＮＰＯや自治会等の意見聴取を行うとともに、ＮＰＯや自治会

等の活動実態を把握し、業務の改善に努めること。また、ＮＰＯや自治会等からの意見聴取

の内容については、第５の１(3)により、月別業務報告書に記載して提出すること。

(4) 本仕様書に定める業務について受託者が行っている他の業務と明確な区分経理を行うこと。

(5) 契約書の規定により契約を解除された場合には、県の指示に従って、新たな業務受託者に

対し、業務が円滑に継続するために必要な引継ぎを行うこと。また、県が次年度に同様の趣

旨の事業を行う場合には、県や次年度の業務受託者等からの問い合わせに応じること。
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(6) 障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、講座等の運営において、配慮を求める意思が表明され

たときは、合理的配慮をすること。

２ 組織体制等

(1) 委託業務を遂行するにあたり、十分な能力を持つ職員を確保すること。

(2) 職員の役割分担及び責任の所在を明確にした上で業務を実施すること。

(3) 職員が委託業務の遂行に専念できる体制を整えること。

(4) 定款、事務所の所在地、代表者等の変更を行ったときは、遅滞なく県に届け出ること。

３ その他

この仕様書に定めのない事項については、別途協議の上決定するものとする。


